
評価機関・評価者情報変更の届出について 

 

＜変更の届出についての基本的な考え方＞ 

変更がある場合は、３０日以内に届出が必要 

  福祉サービス第三者評価機関認証要綱で、変更について以下のように定めています。 

 

 

 

 

 

   機構へ報告していただいた内容の一部は、インターネット等により公表しています。

それ以外でも、変更のある場合は、すみやかに機構へ報告してください。 

   

①「認証時申請内容変更届（様式４）」による変更の届出が必要な場合 

以下の事項に変更が生じた場合には「認証時申請内容変更届（様式４）」による届出が必

要です（届出には捺印が必要です）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構事務局では、「認証時申請内容変更届（様式４）」を受け取った後、内容の確認を行な

い、確認が終了した時点で、届出が終了したものとします。 

 

※「所属評価者名簿」の変更について特に留意すべき事項 

ア 名簿の提出は主従別に 

所属評価者名簿は「（別紙１－１）主たる所属評価者」、「（別紙１－２）従たる所属評価者」別

に作成し、提出してください。 

主たる所属評価者または従たる所属評価者が 11 名以上所属する場合は、シートをコピーし

て２枚目に記載してください。 

 

（変更の届け） 

第７条 第３条で規定する申請書に記載する事項及び申請書に添付した書類の内容に変更

が生じた場合は、認証を受けた評価機関は、変更の事由が発生した日から３０日以内

に、「認証時申請内容変更届」に必要な書類を添付し、変更内容を届け出なければな

らない。 

（1） 評価機関の名称 

（2） 代表者氏名 

（3） 評価機関の所在地 

（4） 定款、寄附行為等 

（5） 法人登記簿謄本 

（6） 第三者評価にかかる倫理規程（守秘義務規程含む） 

（7） 標準的な評価の流れおよび料金等 

（8） 福祉サービス第三者評価機関認証要綱第２条第４号に該当する場合は、アに定め

る委員会を構成する外部委員名簿（氏名、現職を明記） 

（9） 所属評価者名簿《別紙１－１主たる所属評価者用》 

所属評価者名簿《別紙１－２従たる所属評価者用》 

（10）役員名簿《別紙２》 



イ 主たる所属評価の異動は新・旧所属同時に 

「主たる所属評価者」の変更に当たっては、新・旧の主たる所属評価機関からの評価者名簿

の届出が提出されてはじめて、所属評価機関の異動が可能となります。 

 

ウ 「主たる所属評価機関」がなくなる評価者には説明が必要 

「主たる所属評価機関」がなくなった評価者については、他の評価機関において「従たる所

属評価者」としての活動ができなくなるため、当該評価機関の「主たる所属評価者」名簿から

削除をする際には、当該評価者に対してよく説明してください。 

 

エ 提出された書類の確認が済み次第、とうきょう福祉ナビゲーション上に公表します。 

 

※「評価機関の所在地」の変更について特に留意すべき事項 

「評価機関の所在地」と同時に「苦情窓口」、「評価機関公表所在地（福ナビ用）」や「第三

者評価事業を実施する部署・連絡先（機構からの連絡先）」を変更する場合は、「評価機関 苦

情窓口・連絡先・公表情報変更届（様式４－２）」を作成し、提出してください。 

 

 

② 「評価機関 苦情窓口・連絡先・公表情報変更届（様式４－２）」による変更の届出が必要な

場合 

以下の事項に変更が生じた場合には「評価機関 苦情窓口・連絡先・公表情報変更届（様

式４－２）」による届出が必要です（捺印は不要です）。 

 

 

 

 

 

③ 「評価者名簿登載内容申請書」による変更の届出が必要な場合 

以下の事項に変更が生じた場合には「評価者名簿搭載内容申請書」による届出が必要で

す（捺印は不要です）。 

 

 

 

とうきょう福祉ナビゲーション上での内容更新の頻度は原則として月１回を予定してい

ます。月末までに提出された変更について、翌月の１０日頃までに福ナビ上にアップします。 

 

 

 

 

 

 

（1）苦情窓口 

（2）第三者評価事業を実施する部署・連絡先（機構からの連絡先） 

（3）上記①以外に関する公表内容の変更 

（1）主たる所属評価者の現職、主な経歴、評価に関する主な資格等 

（2）主たる所属評価者の住所、氏名、電話番号、メールアドレス等 



(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) ① ② ③

評価機関の
名称

代表者氏名
評価機関の
所在地

定款、寄付
行為等

法人登記簿
謄本

第三者評価
にかかる倫
理規程（守
秘義務規程
含む）

標準的な評
価の流れお
よび料金等

認証要綱第２
条第４号アに
定める委員会
を構成する外
部委員名簿
※該当する場
合のみ

所属評価者
名簿

役員名簿 苦情窓口

第三者評価
事業を実施
する部署・
連絡先（機
構からの連
絡先）

評価機関公
表用所在地

等
（福ナビ
用）

評価者名簿
登載内容

様式４ 認証時申請内容変更届（捺印） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － －

様式４別表 変更届別表 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － －

様式４－２ 評価機関 苦情窓口・連絡先・公表情報変更届 △ △ △ － － － － － － － ○ ○ ○ －

別紙１-１ 所属評価者名簿（主たる所属評価者用） － △ － － － － － － ○ － － － － －

別紙１-２ 所属評価者名簿（従たる所属評価者用） － △ － － － － － － ○ － － － － －

別紙２ 役員名簿 － ○ － － － － － － － ○ － － － －

－ － － － － － － － △ － － － － ○

法人登記簿謄本 ○ ○ ○ － ○ － － － － △ － － － －

定款、寄附行為等 ○ － △ ○ － － － － － － － － － －

第三者評価にかかる倫理規程（守秘義務規程含む） － － － － － ○ － － － － － － － －

標準的な評価の流れおよび料金等
（紙媒体・電子媒体）

－ － － － － － ○ － － － － － － －

福祉サービス第三者評価機関認証要綱第２条第
４号アに定める委員会を構成する外部委員名簿
（氏名、現職を明記）

－ － － － － － － ○ － － － － － －

○：必須　△：該当の場合のみ必要

　　　　　　　　　　　変更内容

　様式名等

評価機関・評価者情報の変更について必要な書類

添
付
資
料

評価者名簿登載内容申請書



1 高齢者(入所)　 4 障害児・者(入所) 7 子ども・ひとり親
2 高齢者(在宅) 5 障害児・者(在宅) 8 女性　
3 認知症高齢者GH　 6 子ども(保育) 9 生活保護　
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認知症対応型通所介護

認可外保育施設（ベビーホテル等）
学童クラブ

2

6
6

医療型障害児入所施設（旧肢体不自由児施設） 4
医療型障害児入所施設（旧重症心身障害児施設） 4

児童自立支援施設 7

認証保育所A型・B型

児童養護施設
母子生活支援施設

認可保育所

福祉型障害児入所施設（旧知的障害児施設） 4
福祉型障害児入所施設（旧第二種自閉症児施設） 4
福祉型障害児入所施設（旧ろうあ児施設） 4

区分
対応可能な

評価分野の分類

5児童発達支援センター（旧福祉型児童発達支援センター）

訪問介護

訪問看護
特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム・ケアハウス）

訪問入浴介護

認知症対応型共同生活介護【認知症高齢者グループホーム】（介護予防含む）

生活介護（主たる利用者が重症心身障害者）

介護老人保健施設

子ども
家庭

福祉用具貸与
居宅介護支援
通所介護【デイサービス】

小規模多機能型居宅介護（介護予防含む）

指定介護老人福祉施設【特別養護老人ホーム】

軽費老人ホーム（B型）
軽費老人ホーム（ケアハウス）

養護老人ホーム

障害児多機能型事業所（主たる利用者が重症心身障害児または肢体不自由児）

サービス種別

短期入所生活介護【ショートステイ】

児童発達支援センター（旧福祉型児童発達支援センター（主たる利用者が重症心
児童発達支援センター（旧医療型児童発達支援センター（主たる利用者が重症心

児童発達支援事業（主たる利用者が重症心身障害児または肢体不自由児）

軽費老人ホーム（A型)

居宅介護
短期入所
生活介護

障害

婦人保
護・保
護

乳児院

宿所提供施設

女性自立支援施設（旧婦人保護施設）
救護施設
更生施設

児童発達支援事業

放課後等デイサービス（主たる利用者が重症心身障害児または肢体不自由児）
障害児多機能型事業所

放課後等デイサービス

自立訓練（機能訓練）
自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援Ｂ型
多機能型事業所
障害者支援施設

就労継続支援Ａ型

2
2
2
2
2
2

5
5
5

2

2
1
1
1
1

9
9
9

対応可能な評価分野の分類表

6

6

7
7

1

1

8

都市型軽費老人ホーム 1

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
看護小規模多機能型居宅介護

5
5

5

5
5

高齢

2
2

児童自立生活援助事業【自立援助ホーム】 7

5
5

5
5
4

7

5

5

5
5

5
5

認定こども園 6

地域密着型通所介護 2

宿泊型自立訓練 5

共同生活援助【グループホーム】 5

2
3


